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論文要旨（800 字から 1200 字，英文の場合は 300 から 450 語） 
本稿の目的は、「離婚」という現象を経済学の観点から分析することである。離婚発生率は 1965

年前後から現在まで基本的に上昇を続けている。特に 90 年代以降は顕著な上昇傾向を示している。 

なぜ、多くの人々が離婚という決断をするようになったのであろうか。これらの問題に対し社会

学の観点から数多くの研究が存在する(安藏 (2003), 加藤 (2005), 三輪 (2006)など)。 

この分野において重要な貢献をした文献に、安藏 (2003)がある。安藏(2003)では、夫婦の離婚抑

制要因や促進要因について詳細な分析を行った。特に、それまで行われていたアメリカにおける研

究をまとめ、それと比較をすることにより日本の離婚に関する要因分析をおこなった。結論として

離婚への抑止効果として、子供の存在と高等教育の存在を導いている。また、非伝統的な価値観が

広まると、離婚率も上昇することが確認された。  

ただし、データの問題やアメリカでの先行研究で導かれた概念をそのまま当てはめているところ

に、問題がないわけではない。加藤 (2005)では、安藏(2003)で分析できなかった女性の就労などの

情報と経済的な要因を加味して分析している。加藤 (2005)でも子供の存在が離婚を抑制すること

が確認された。また、親との同居が離婚を抑制する要因であることも導いている。三輪 (2006)で

は、安蔵 (2003)の研究であまり行われなかった、社会階層と離婚の因果関係について考察を行っ

ている。そして、社会階層によって、離婚抑制要因が異なっていることを導いている。 

これらに対し経済学の立場からは、橘木・木村 (2008), 迫田・橘木(2013), 迫田(2013)があげら

れる。これらの研究において重要な要素として、離婚という意思決定を経済学的にとらえ、離婚率

の上昇している背景には、以下の 2 つの視点から考察していることである。第 1 点は、離婚を誘発

する十分大きなショックがより頻繁に起きる(失業など)。第 2 点は、婚姻関係がショックに対して

脆弱になり、それまでは離婚に至らなかったショックであっても、離婚を決断するということであ

る。 

 本稿では、迫田 (2013)の導いている結果の要因分析を行う。迫田 (2013)は、現在の離婚行動に

関し、低所得層の離婚率の高さ、および離婚率の変化に関して女性が経済力を持つ場合、離婚率が

高くなることを指摘している。これは、三輪 (2006)が指摘している「同類婚(同階層)に結婚の質を

媒介としての離婚抑制効果」の部分的支持とは違った結論である。結論として、社会階層別に違う

要因が働き離婚率が上昇していることが導かれる。これらの結果はこれからの結婚制度・社会関係

を理解するために必要な貢献であり、これらを踏まえ、適切な社会政策の提案ができるものと考え

られる。 
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